
委託業務契約について、次のとおり公募型プロポーザルの参加者を募集しますので 

公告します。 

 

令和元年７月５日 

奈良県知事 荒井正吾 

 

１．業務概要 

（１）業務名     簡易水道受け皿体制構築実現可能性検討業務 

（２）業務履行場所  奈良県地域振興部エネルギー・土地水資源調整課 

（３）業務内容    ４．（２）により交付する「仕様書」に示す業務委託の内容のとおり 

（４）業務量の目安  ８,６００千円（消費税及び地方消費税込み）を限度 

（５）履行期限    令和２年２月７日(金) 

 

２．参加資格 

    次に掲げる条件を全て満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でな

いこと。 

（２）参加表明書の提出の日から選定通知の日までの期間に、奈良県物品購入等の契約にかか

る入札参加停止等措置要領による入札参加停止の期間中でない者であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号。以下「新法」という。）第１７条の規定によ

る更生手続開始の申立て（新法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる

更正事件（以下「旧更正事件」という。）に係る新法による改正前の会社更生法（昭和２

７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条の規定による更生手続開始の申立

てを含む。）をしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、新法に

基づく更生手続開始の決定（旧更正事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）

を受けた者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかっ

た者とみなします。 

（４）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条によ

る廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申

立てをしていない者であること。 

（５）平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条の再生手続開始の申立てをしていない者

又は申立てをされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受

けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開始の申立て

をしなかった者又は申立てがされなかったものとみなします。 

（６）物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成７年１２月奈良県告示第４

２５号）による奈良県競争入札参加資格者名簿（営業種目コード：Ｑ４．③調査分析業務）

に登録をしている者であること。 

 

３．失格事項 

 参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

 （１）２の参加資格に定めた資格が備わっていないとき。 

 （２）複数の企画提案書等を提出したとき。 

 （３）提出のあった企画提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、

その補正に応じないとき。 

 （４）提出書類に虚偽又は不正があったとき。 

 （５）企画提案書等提出期限までに所定の書類が整わなかったとき。 

 （６）その他、不正な行為があったとき。 

 

 



４．手続き等 

 （１）担当部局（書類の提出先及び問い合わせ先） 

     〒630-8501 奈良市登大路町 30 番地 

     奈良県 地域振興部 エネルギー・土地水資源調整課 

     TEL：0742-27-8489     FAX：0742-27-6395 

     Email: water@office.pref.nara.lg.jp 

 （２）募集要項、仕様書の交付方法等 

   ①交付方法  

インターネットホームページ「奈良県地域振興部エネルギー・土地水資源調整課」、

または以下の場所において交付します。 

奈良市登大路町 30 番地 

奈良県 地域振興部 エネルギー・土地水資源調整課（県庁舎４階） 

TEL：0742-27-8489     FAX：0742-27-6395  

   ②交付期間 

    令和元年７月５日から同年７月２９日 

（３）参加表明書、企画提案書の提出等 

   ４．（２）により交付する募集要項に示すところによります。 

 （４）受託事業者の選定 

    ４．（２）により交付する募集要項に示すところによります。 

 

５．その他 

 （１）本業務の提案への参加に係る費用は参加者の負担とします。 

 （２）提出された企画提案書等は返却しません。 

 （３）その他については募集要項及び仕様書に示すところによります。 

 

 

以上 


